
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  交付された会社計算規則 

Ｑ：会社法関係の法務省令が交付されたそ

うですが、そのポイントを簡単に教えてくだ

さい。 

 

Ａ：中小会社についても試算表に会計方針

の注記をしなければならないという内容にな

っています。 

【解説】 

昨年、会社法関係のパブリックコメントを

募集するに当たり公表された法務省令案は次

の９つでした。 

①  会社法施行規則 

②  株主総会等に関する法務省令 

③  株式会社の業務の適正を確保する体制に

関する法務省令 

④  株式会社の計算に関する法務省令 

⑤  株式会社の監査に関する法務省令 

⑥  株式会社の特別清算に関する法務省令 

⑦  持分会社に関する法務省令 

⑧  組織再編行為に関する法務省令 

⑨  電子公告に関する法務省令 

しかし、今回交付された法務省令では、こ

れが次の３本にまとめられており、大幅に整

理されたものとなっていました。 

①  会社法施行規則 

②  会社計算規則 

③  電子公告規則 

主な内容の１つに、これまで決算書に注記

が必要でなかった中小会社についても、会社

法施行後は重要な会計方針に係る事項を注記

しなければならないというものがありますの

で、注意してください。 
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